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第四章 明細書の観点から比較した両岸特許法規 

 

第一節 出願書類の記載に関する規定の比較 

 

1. 明細書に関する規定 

(i)明細書の書式 

両岸における特許明細書の書式に対する要件は基本的に同じであり（台湾：細則第

17 条；中国：細則第 17 条）、下表に示したように、段落の名称は異なるが、実質的
内容は同一である。 
 

台湾 中国 日本語訳 
發明名稱 發明名稱 発明の名称 
技術領域 技術領域 技術分野 
先前技術 背景技術 背景技術 
發明內容 發明內容 発明の概要 
圖式簡單說明 附圖說明 図面の簡単な説明 
實施方式 具體實施方式 実施例 
符號說明 - 符号の説明 
 
両者で唯一異なるのは、台湾では符号の説明が必要であるが、中国ではこの規定が

ない点である。ただし、中国の審査指南ではまた「部品が多い場合には、リストによ

り添付図面の中の具体的な部品名を説明することが許容される。」（審査指南第二部

分第二章 2.2.5 節）と規定されていることから、事実上両岸の特許明細書の構成上に

おいて差異はなく、大幅に段落順序の調整をする必要はない。ただし、実務上、部品

が多くないものの、出願人がリストにより部品名の説明を加えた場合、出願人に当該

リストによる説明を削除するよう要求する審査官もいる。よって、全体的に言えば、

両岸における特許明細書の基本的構造は同じで、少なくとも段落の順序を大幅に調整

したり、各段落の内容を大幅に書き直したりする必要はないと言える。 
しかし、両岸の特許明細書は、以下の各点において重大な差異があり、事実上これ

らの相違点は中国の明細書と外国の明細書（例えば日本の明細書）においても存在し、

最初の明細書を記載する際には、あらかじめこれを考慮しておくとよい。 
 

(ii)明細書の充分な開示要件 

両岸の特許法は、特許明細書は関連する技術を熟知する者（以下「当業者」）がそ

の内容を理解できると共に、それに基づき実施できる程度にまで充分に開示しなけれ
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ばならないと規定している（台湾：特許法第 26 条第 1 項、中国：特許法第 26 条第 3
項）。規定内容は基本的に同一で、その他の国の規定とも実質的差異はない。ただし

実務上、中国は明細書に充分に開示されているか否かの審査について、台湾又はその

他の国・地域より遥かに厳格である。一般的に、審査官が明細書におけるある内容が

開示不十分であると認めた場合、一般的には、出願人が開示していない部分は先行技

術に属するものであると証明するだけでは足りず、公知の常識の程度にまで達して初

めて充分となる。先行技術だけの場合、当業者が先行技術を結合させて発明の技術方

案を実現する時に創造的労働をする可能性もあることから、開示不十分と認定される。

ここに言う公知常識とは、通常、教科書、技術マニュアル、技術辞典などに限られる。

このため、明細書を記載する段階で、発明の主要な特徴と、核心ではないものの相対

的に重要な内容（例えばそれが属する技術分野で常用されていない用語、原理、構造

などの公知常識以外の現有技術）について、適切な説明及びその出所の提示が望まし

い。 
化学分野においては、明細書のサポートがその他の技術分野よりも遥かに重要視さ

れている。その主な原因は、機械及び電気学の分野では、発明の効果はある程度発明

の内容から推測できるが、化学分野では比較的容易に推測できないことにある。した

がって、各国の実務において、化学分野の特許出願の開示要件が討論の重点となって

いる。この点において、台湾と中国には大きな違いがあり、具体的に言えば、台湾で

はすべての分野において開示要件の要求は相当緩やかであるが、中国では化学分野の

特許出願に対して、十分な開示を認定する上で、審査基準が非常に厳格に運用される

点において異なる。以下に比較する。 
 

 台湾 中国 

実験データ目的 発明の効果を確認 発明の完成を証明 

実験データ不足時の拒絶

理由 
特許請求の範囲のサポー

ト要件違反 
明細書の開示要件違反 

出願日後の実施例及び実

験データの補充・追加 
許可 不許可（1993 年版の審査指

南では許可されていたが、

2001 年版以降の審査指南

では不許可に改訂） 

 
以下に 2 例を挙げて、中国の特許実務における明細書の十分な開示要件に対する審

査の厳格さについて説明する。 
 
例 1：第 200410043044.9 号特許出願 
中国国家知識産権局は、第 200410043044.9 号特許出願に対し、本願明細書には重要部
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品（電流制限部品）の構造について記載されていないため、開示不十分であり、特許

法第 26 条第 3 項の規定に符合しないとして、一回目の審査意見通知書を発行した。 
出願人は応答時に、「本発明の解決しようとする技術課題は電圧変換器の回復時間の

短縮で、伝統的な変換器に電流制限回路を付加する技術手段を採り、誤差信号増幅器

ではなく電流制限回路を通じてマスターラッチをコントロールするものである。こう

することで、回復時間は誤差信号増幅器の変換効率に頼ることなく、電流制限回路の

電流制限により発生した速度に頼ることとなる。これにより、電圧変換器の回復時間

は大幅に短縮することができることから、予期し得る技術的効果を奏する。電流制限

回路の具体的構造については、発明と直接関係しないため、本分野の技術者が本発明

を実現する際に状況に応じて自由に選択することができる」と主張した。 
審査官は、かかる理由に説得力はなく、明細書に電流制限回路の具体的構造を少なく

とも一つは記載すべきであるとして、開示不十分との理由をもって二回目の審査意見

通知書を発行した。これに対し、出願人は応答時に、「電流制限回路は一般的に周知

されているもので、本願で言及した誤差増幅器、ドライバ回路、コンパレータなどと

同じく、これらの公知公用の回路についてはその具体的構造を開示する必要はなく、

本発明もこの制限を受けるべきではない」と強調した。この他、出願人は更に 5 種類
の電流制限回路の回路構造図の二つの証拠（どちらも 1960 年代の米国の大学におけ

る電子工程専門の教科書）を提出した。これに対し、審査官は反対意見を示さず、特

許査定書を発行した。 
 
例 2：多機能犬用首輪（特許番号：99215524.X）無効審判請求事件 
明細書の開示内容：連結部材 4 の留め具 3 の間の軸を「開口軸入れ」方式でケーシン

グ 9 におけるブロック 6 に接続する。上述の内容は技術課題を解決する技術的特徴で
ある。 

 
無効審判請求人の主張：「開口軸入れ」は当該技術分野の公知用語ではなく、当該技

術分野における技術者が「開口軸入れ」の意味を確定することができないため、開示

不十分である。 
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特許権者の答弁：「開口軸入れ」は公知用語であるとして、「開口軸入れ」という用

語を使用した特許文献 8 件を証拠として提出した。 
特許復審委員会（日本の審判部に相当）の決定：「開口軸入れ」は当該技術分野の公

知用語に属しないため、開示不十分である。 
北京市第一中級人民法院（北京市第一地方裁判所）と北京高級人民法院(北京高等裁

判所)：特許文献では「公知」を証明することはできず、一般的に教科書、技術マニ

ュアル、辞典などで証明すべきであるとして、無効決定を維持した。 
 

(iii)特許請求の範囲を超える内容を含む補正についての審査 

両岸の特許法には、出願日の後に明細書又は特許請求の範囲を補正する時は、出願

時の特許請求の範囲を超えてはならないことが当然に規定されている（台湾：特許法

第 43 条第 2 項、中国：第 33 条）。ただし、条文を詳細に対比してみると、実はその

「超えてはならない範囲」の差異は相当に大きいことが分かる。台湾の規定では、原

出願の明細書、特許請求の範囲又は図面に開示された範囲を超えてはならないとされ

ており、一方中国の規定では原出願の明細書と請求項に記載された範囲を超えてはな

らないと規定されている。 
詳説すると、中国の審査指南には「原出願の明細書及び請求項に記載された範囲に

は、当初明細書及び請求項の文字どおりに記載された内容と、原出願の明細書及び請

求項の文字どおり記載された内容及び明細書に添付された図面から直接的かつ一義

的に確定できる内容を含む」（審査指南第二部第八章第 5.2.1.1 節）と規定され、拡大
の余地があるようであるが、実際にはいわゆる「直接的かつ一義的に確定できる内容」

の解釈は非常に狭く、ほぼ同義語に入れ替えることだけに限られ、また、図面にのみ

基づいて補正することも非常に困難である。現在の基準は 2006 年及び 2010 年に改訂

された審査指南で、「開示」が「記載」に、「導き出される」が「確定」に変更され

たことで、「直接的かつ一義的に確定できる」という審査基準を確立した。1990 年か
ら 2009 年の間、特許法第 33 条（範囲を超えた補正）の問題が法院（裁判所）に提出

されることは極めて少なく、特許審査においても焦点となる問題ではなかった。しか

しここ 4、5 年で、特許法第 33 条の審査が重要ポイントとして浮かび上がっており、

最高人民法院(最高裁判所)は、ここ数年で、セイコーエプソンのインクカートリッジ

事件、上海家化事件、曽関生と、立て続けに、最高裁見解を示している。 
このため、中国の特許出願において「範囲を超えた補正」が受け入れられない可能

性は、台湾又はその他の国よりも遥かに高く、明細書を記載又は翻訳する段階では、

内容の省略又はミスがないように特に注意する必要がある。例えば、パリ条約ルート

を通じて中国に特許出願する時は、直接中国語の明細書で出願しなければならず、誤

訳の訂正を請求することができないため、翻訳文にタイプミス又は翻訳ミスがある場

合、これらのミスの補正は、技術者が明細書全体及び前後の文章から見出せる唯一の

正確な解釈でなければならない（直接的かつ一義的に確定できる内容）。 
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範囲を超えた補正で生じる問題は、通常、特許請求の範囲の補正に比較的生じやす

いものであるので、補正の際に遭遇する問題については、本報告中における特許請求

の範囲の補正に関連する段落において、更に例を挙げて説明する。ここでは、先ず、

明細書の補正例を数件挙げる。 
 

例 1：明細書においてヨードの記号「I」を「J」としたタイプミス 
出願人の主張：元素記号「J」というものはなく、前後の文脈から当該元素記号はハ

ロゲン族元素におけるヨードであると推測できる。 
審査結果：範囲を超えた補正で、受け入れることはできない。 
 
例 2：明細書において体温計の正常作用温度「37℃」を「370C」としたタイプミス 
出願人の主張：人体の体温が 370C は不可能で、0 は明らかなミスであり、37℃に補

正すべきである。 
審査結果：必ずしも 37℃ではなく 36.8℃、36.9℃、37.1℃なども正常体温であり得る

ことから、範囲を超えた補正で、受け入れることはできない。 
 

2. 特許請求の範囲に関する規定 

 
(1)特許請求の範囲の基本書式 
両岸における特許請求の範囲の基本書式についての規定に大差はなく（台湾：細則

第 18 条、中国：細則第 19 条）、例えば、以下の基本規定は、どちらにも規定されて

いる： 
 直接的又は間接的マルチのマルチ従属の不可 
 明細書の内容の引用不可 
 従属項は独立項に対してのみ更なる限定ができ、構成要件の減少及び変更の

不可 
 請求項における技術的特徴は図面の対応する記号を引用することができ、当

該記号は、対応する技術的特徴の後ろに括弧書きで付加しなければならない 
 当該記号は請求項への制限と解釈してはならない 

ただし、以上の基本的規定以外にも、両岸における特許請求の範囲の更なる規定に

ついては実は多くの差異が存在するため、不必要な拒絶理由通知を避けるため、さら

には補正できずに特許を取得できないことがないよう、充分に把握することが必要で

ある。 
以下においては、項目に分けて両岸の特許請求の範囲についての規定又は実務にお

ける処理の違いを説明する。 
 

(2)ジェプソン形式（Jepson-type）の使用 
両岸とも細則においてジェプソン形式の使用について規定されているが（台湾：細
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則第 20 条、中国：細則第 21 条）、両岸の最大の違いは、台湾の規定が例示のみで強

制規定ではない点にある。台湾では、実際に明細書を翻訳する際に、新規性がないこ

とを自認して有効性に影響することのないよう、又は審査官若しくは無効審判請求人

の立証責任を加重するため、できるだけ組合せクレーム形式（combination claim）で
翻訳し、かつ、できるだけ「～において～を特徴とする」という用語の使用を避けて

いる。たとえ明細書の原文に「～において～を特徴とする」が使用されていても、翻

訳時には、多くの場合「～を含む」とされている。よって、台湾の実務では、組合せ

クレーム形式が原則でジェプソン形式は例外である。 
一方、中国ではちょうど反対で、原則的にジェプソン形式で、組合せクレーム形式

は例外である（原則は細則第 21 条第 1 項：「発明又は実用新案の独立請求項につい

ては、従来技術部分と特徴部分を備えなければならない。」を参照。例外については、

細則第 21 条第 2 項：「発明又は実用新案の性質が前項の方式によって表現するに適
さない場合、独立項はその他の方式で記載することができる。」を参照）。また、中

国の審査指南では、更に組合せクレーム形式で記載できる 5 種類の状況を例示して規
定しているが（審査指南第二部第二章 3.3.1 節）、これらの発明の全ては、論理上、

周知部分と特徴部分に分けることのできない発明であるため、規制緩和とはならない。 
 パイオニア発明 
 いくつかの同状態の既存技術全体を組み合わせた発明で、その発明の実質は

組合せ自体にある。 
 既存の方法による改良発明で、その改良点はある物質又は材料を省略するこ

とにある、ある物質又は材料を別の物質又は材料の代わりに用いる、或いは

あるステップを省略することにある。 
 既存発明の改良がシステムにおける部品の交換又はその相互関係上の変化で

ある 
したがって、特許請求の範囲の原文で、既に従来技術部分と特徴部分が明確に区別

されていれば、中国の明細書ではジェプソン形式に直訳することが望ましく、かつ、

たとえ特許請求の範囲の原文で、従来技術部分と特徴部分が明確に区別されていなく

ても、少なくとも独立項に「～を含むことを特徴とする」と記載して中国の審査習慣

に合わせることが望ましい。中国での上述の実務は、実用新案では更に厳格で、実務

の上で実用新案の請求項には、必ず「～を特徴とする」との表現で記載することが求

められる。 
 

(i)特許請求の範囲のサポート要件 

一般的に、中国の審査実務における明細書のサポート要件に対する要求は、その他

の国よりも厳しい。例えば、審査指南には次のように規定されている。「請求項（特

に独立請求項）で広い範囲をカバーしており、その概括の根拠につき、一つの実施例

の中から根拠を見つけることができない場合には、保護を求める範囲を支持するため
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に、少なくとも異なる実施例を二つ示さなければならない。請求項において、背景技

術に対する改良が数値範囲に関わっている場合には、通常、両端の数値付近における

実施例（最適は両端値）を示すべきである。数値範囲が広い場合、少なくとも中間値

における実施例を一つ示さなければならない。」（審査指南第二部第二章 2.2.6 節）。 
以上を踏まえ、中国出願に用いる特許明細書を記載する際には、やはり、できるだ

け実施例を多く提供することが望ましく、特に特許請求の範囲に記載した全ての特定

数値について、明細書に対応する実施例があるか否かを確認しておく必要がある。以

下に、サポート要件に関するいくつかの著名な事例を紹介する。 
 
例 1：北京高級人民法院（2010）高行終字第 449 号行政裁定書（張志国が特許復審委
員会（審判部）等を訴えた特許無効紛争事件） 
請求項 1：組み立て式地下型環境保護クリーンボックス（図面は以下を参照） 
 

 
無効審判請求人の主張：本願の明細書では「固定連結」（註：図面 17）のみ記載され
ているが、請求項に係る連結には、固定連結と可動連結が含まれており、明細書によ

ってサポートされていない。 
復審委員会の審決：可動連結方式では、本発明の機能を実現することはできないこと

から、請求項に係る「連結」は「固定連結」と解すべきであり、特許は有効である。

（即ち「連結」についての縮減解釈による特許の有効認定）。 
第一審、第二審法院判決：「連結」には、固定連結及び可動連結が含まれており、限

縮的解釈をすべきではない。しかし、固定連結以外の方法（例えば可動連結）を使用

することには、克服できない技術障害が存在せず、本特許が解決しようとする技術的

課題を解決できると共に同一の効果を奏することができるため、「連結」は限縮的解
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釈をしてはならず、並びに特許は有効とすべきである。 

(ii)特許請求の範囲の明確性及び簡潔性の要件 

両岸の特許法のいずれにも、特許請求の範囲は明確、簡潔な方法で記載しなければ

ならないと規定されているが（台湾：特許法第 26 条第 2 項、中国：特許法第 26 条第
4 項）、実務上、台湾の審査は中国に比べると遥かに緩やかであり、明確性の欠如に

より特許出願が拒絶査定とされた例は非常に少ない。また、簡潔でないとの理由で拒

絶査定となった例も同様に少ない。しかし、中国ではこの種の拒絶理由が非常に多い

ため、特に注意する必要があり、必要に応じて明細書の作成と翻訳の段階であらかじ

め対応することが望ましい。 
中国で特許請求の範囲が不明確であるとする拒絶理由を受けた場合、大まかに形式

不明確と実体不明確の 2 種類に分けることができる。 
 形式不明確： 
 訳文又は表現が不明確 
例 1： 「之乎者也（漢文で四つの代表的な助字を示す）」等の台湾常用語

の使用 
例 2： 括弧の使用は通常不明確と判断される。例えば「50 重量パーセン

トの成分 A（組成物の総重量を基準として計算される）」は通常不
明確とみなされるため、「50 重量パーセントの成分 A は、組成物

総重量を基準として計算される」と補正すべきである。 
 先の請求項における技術的特徴を引用したが、表現方法が完全には一致し

ていない 
例： 引用先の請求項には「RAM」と記載され、引用する請求項には「当

該メモリ」と記載されている。 
 出願対象の名称が不明確 
例： 「電子装置」 

 不明確な用語 
例： 「肉眼で見えない光」、「約」 

 実体不明確 
 技術的特徴自体がクリアでない 
例： 「制御部」 

 技術的特徴が欠如している 
 補正により請求項の間に不一致が生じた 
例： 請求項 1 に「複数」と記載され、請求項 2 に「2 個」、請求項 3 に

「3 個」と記載されており、後に請求項 2 が請求項 1 に組み込まれ
たが、請求項 3 が補正又は削除されていない。 

 機能性技術的特徴 
例： 「メモリへの更新指令を生成する指令生成部」 
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中国の審査実務では、特許請求の範囲の明確性に対する要求は極めて高いため、そ

の他の国・地域では普遍的に受け入れられている概略的用語、例えば「大体」「実質

上」「大まかに」「近い」「類似」「基本的に」「約」「およそ」「ぐらい」等は、

基本的に不明確であるとされ、拒絶理由を受けることになる。 
両岸の審査基準（台湾：特許審査基準第二篇第一章 2.4.1.5 節、中国：審査指南第二

部分第二章第 3.2.2 節）はいずれも、これらの用語がその属する技術分野における通

常の知識を有する者が明細書を参酌してその範囲を理解することができ、特許請求の

範囲が不明確であり、かつ、特許請求の範囲が先行技術と区別できないこともない場

合は、これらの概略的用語を使用することができる、と規定されている。実際、多く

の状況において、出願人は概略的用語を使用せざるを得ない（例えば、「実質的に不

純物を含まない…」、「実質的に垂直…」）。 
ただし、中国の特許審査指南第二部分第十章第 4.2.2 節には、また、「成分の含有量

を限定する際に、「約」「前後」「近く」など、あいまいで不明瞭な語彙は許されな

い。そのような言葉があれば、一般的には、削除すべきである。」と規定されている。 
台湾及び日本は概略的用語の審査はかなり緩やかであるが、中国ではかなり厳格で、

ほぼ全ての概略的用語が認められず、特に成分の含有量を限定する際には、審査指南

の規定に基づき、概略的用語の使用が認められることは、ほぼない、という台湾専利

師の意見は多い。これを踏まえ、中国で特許を出願する時は、絶対に維持する必要が

ある場合を除いて、できるだけ概略的用語を削除する必要がある。 
 

(iii)開放式と閉鎖式 

中国の特許審査指南第二部分第二章第 3.3 節及び第二部分第十章第 4.2.1 節には、開
放式と閉鎖式の請求項の表現方法についての規定があるが、半開放式の表現方法は規

定されておらず、更には、その他の国家で一般的に半開放式と認識されている表現方

法の規定を開放式として開放式の表現方法に盛り込んだ（註：2006 年以前の審査指南
では、確かに半開放式の請求項の表現方法が規定されていたが、2006 年の審査指南改
訂時に第二部分第十章「化学分野の特許出願の審査に関する若干の規定」から半開放

式請求項に関する規定が削除されるとともに、本来の半開放式請求項のいくつかの表

現方法が開放式請求項に盛り込まれた）。このため、実際には中国には半開放式の請

求項はないため、外国の特許請求の範囲が半開放式で記載されている場合、中国での

特許請求の範囲を特に修正して、一部閉鎖式の表現方法（例：「～からなる活性成分」

「～からなる増幅回路部」「～からなる金属成分」）のように、それが半開放式であ

ると明確に表明する必要がある。 
 

分類 台湾 中国 
(審査指南第二部分第十章第 4.2.1
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節) 

開放式 含める、含まれる 含有、含める、含まれる、基本的に

含む、本質として含む、主に～から

なる 
（これらはいずれも当該組成物に

は、その含有量に占める割合が高く

ても、請求項で示していない何らか

の成分を含めてよいことを示唆し

ている。） 

半開放式 基本的に（主に、実質上）～からな

る 
規定なし 

閉鎖式 ～からなる ～からなる、構成は～である、残量

は～である 
（通常の含有量をもって存在する

程度の不純物を有してもよい） 

その他の類似用語、例えば、「具える」「有する」「～から構成される」などの用

語については、審査基準には明確に定義されていないため、できるだけ使用を避ける

べきである。たとえ日本語の明細書に各種の異なる用語が使われていても、中国語の

明細書では同一の用語に翻訳すべきである。 
以下に例を挙げて、中国での閉鎖式請求項への解釈を説明する。 

 
例：中国最高人民法院（2012）民提字第 10 号判決 
特許請求の範囲： 
注射用二ナトリウムアデノシン三リン酸塩化マグネシウムフリーズドライ注射液（以

下「注射液」）において，二ナトリウムアデノシン三リン酸（以下「成分 A」）と塩
化マグネシウム（以下「成分 B」）とからなる組成は，両者の重量比が 100mg：32mg
であることを特徴とする。 
出願人は出願過程において、「成分 A と成分 B とからなる組成」を「主な成分は成

分 A と成分 B とからなる組成」に補正しようとして補正書を提出したが、審査官は

上述の補正は閉鎖式請求項を開放式請求項にするもので、出願時の範囲を超えるため、

補正不可とし、出願人は上述の補正を取り消したことがある。 
権利侵害で訴えられた製品（以下「イ号製品」）： 
特許請求の範囲における全ての構成要件と同一であるほか、その他に製薬補助成分

（即ち、賦形剤と添加剤）も含まれる。 
被告の主張（関連部分のみ抜粋）： 
本件特許に係る請求項は閉鎖式組成物の請求項で、その保護範囲には、記載された 2
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種類の組成物のみが含まれるが、イ号製品には、その他 2 種類の製薬補助成分が含ま

れており、本件特許権者の保護範囲には入らない。 
原告の主張（関連部分のみ抜粋）： 
国家知識産権局の閉鎖式又は開放式特許請求の範囲についての判定基準は、活性成分

の選択により特定するもので、製薬補助成分が存在するか否かを考慮するものではな

い。 
中級人民法院及び高級人民法院の判決（関連部分のみ抜粋）：侵害有り 
製薬補助成分は単なる補助原料であり、主要成分ではない。補助原料を加えることは

薬物製造過程における必須のステップである。このため、本件特許の閉鎖式請求項に

ついて解釈する時、「その他の成分を含まない」は製薬補助成分を含まないと解釈す

べきではない。 
最高法院の判決（関連部分のみ抜粋）：侵害なし 
（閉鎖式請求項の採用）本件特許は、審査指南に規定されている「～からなる」とい

う閉鎖式の表現方法を明確に採用しており、閉鎖式請求項に属する。その保護範囲は

閉鎖式請求項についての一般解釈によりこれを特定すべきであり、即ち、本件特許の

請求項２が保護を請求している注射液は「成分 A」と「成分 B」のみからなる組成で、
通常含まれる可能性がある不純物以外の成分は無い。 
（侵害なし）イ号製品は、本件特許の請求項の中の「成分 A」と「成分 B」を含有す
るほか、更にアルギニンを含有している。したがって、イ号製品は本件特許の保護範

囲に入らない。 
 

(iv)用途発明に関する規定 

両岸の審査基準は、用途発明に対し、共に多くの箇所において、特許請求の範囲の

記載方法の規定・新規性の審査・進歩性の審査・化学分野の発明に関する審査などを

重複して規定しており（台湾：第二篇第一章第 2.5.4 節、中国：審査指南第二部分第

二章第 3.1.1 節、第二部分第三章第 3.2.5 節、第二部分第四章第 4.5 節及び第二部分第
十章第 5.4 節）、基本的に両岸は、いずれも次の 3 種類の用途発明を出願対象として
認めている。 

 物（product claim） 
 方法（process claim） 
 応用又は用途（use claim）：両岸いずれも方法の請求項とみなす 

ただし、用途発明規定における両岸の最大の違いは、中国では物を請求対象とする

場合、用途自体は技術的特徴に対して限定の作用を有せず、当該用途が特許を受けよ

うとする製品に、ある特定の構造及び/又は組成を備えていることが暗に含まれている

場合にのみ、新規性を有する（審査指南第二部分第三章第 3.2.5 節）。つまり、中国

で物を対象とした用途発明を出願する場合は、単に公知となった製品の新しい用途で

あれば、当該物は新規性を有していないことになる。 
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以下に、公知となった物質の医薬用途請求項に関する規定の差異について列記する。 
 

類型 例 台湾 中国 

用途を特徴とする

物の請求項 
化合物 X を有効成分として含む、疾病 Y
の治療用医薬組成物 

？86 × 

医療用途を特徴と

する方法の請求項 
化合物 X を有効成分として含有する医薬

組成物を病人に投与するステップを含

む、疾病 Y の治療方法 

× × 

医療用途ではない

用途を特徴とする

方法の請求項 

化合物 X を有効成分として含む医薬組成

物を皮膚に使用するステップを含む、皮

膚の美白方法 

○ ○ 

用途請求項 化合物 X を有効成分として含む医薬組成

物を疾病 Y の治療に用いる応用 
○ ○ 

スイス型 化合物Xを疾病Yの治療薬の製造への応

用 
○ ○ 

これまで、台湾の実務は、日本の実務と近かったことから、翻訳の際には、特に修

正する必要はなく、台湾の明細書から中国の明細書に変更する際に大幅に記載を変更

する必要があったが、現在は日本の明細書から台湾の明細書に翻訳する際に、明細書

の原文に単に用途を技術的特徴とする物の請求項がある場合、この請求項は新規性を

有しないと認定されるため、大幅に記載を変更する必要がある。記載変更の方法には、

以下のとおり、いくつか種類がある。 
 方法の請求項に書き直す 
 用途又は応用を請求の対象とする請求項に変更する（方法の請求項への変更

に等しい） 
 スイス型請求項に書き直す 
 当該物の組成又は構造の限定を追加することにより、周知の物と区別する。 

しかしながら、実際には、上述の修正は全て、保護範囲の減縮となり、修正内容を

仔細に考慮する必要がある上に、修正することができなくなる可能性が高いことから、

修正できるように予め明細書の記載を検討することが必要となる。 
 

(v)特許請求の範囲の補正制限 

両岸における特許請求の範囲の補正制限についての差異はかなり大きく（台湾：特

                                                        
86

 2013年 1月１日施行の審査基準において、用途発明はスイス型クレームを記載することが求められ

ている。 
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許法第 43 条、第 67 条、中国：特許法第 33 条、細則第 51 条第 3 項、細則第 61 条、
細則第 69 条、審査指南第四部分第三章第 4.6.1 節）、かつ、その他の国家の規定とも

大きく異なるため、明細書の作成及び翻訳の段階で早期に対応する必要がある。以下

に、両岸の特許請求の範囲の補正における主な違いを示す。 
 

項目 台湾 中国 

審査実務 寛容 厳格 

範囲超えの規

定 
出願時の明細書、特許請求の範囲

又は図面に開示された範囲を超

えてはならない。 

出願時の明細書及び特許請求の

範囲に記載された範囲を超えて

はならない。 

理由通知書を

受ける前の自

発補正制限 

制限なし。範囲の拡大可。 実体審査の請求時及び審査段階

に入る通知書の受取日から 3 カ

月以内に限る。 

理由通知書を

受けた後の補

正制限 

指定期間においてのみ補正でき

るが、内容についての更なる制限

はない。 

理由通知書で指摘された問題点

に対してのみ補正することがで

きる。 

最後の拒絶理

由通知を受け

た後の補正制

限 

指定期間においてのみ補正でき

るほか、補正内容については以下

の 4 種類に限られる。 
1.請求項の削除 
2.特許請求の範囲の減縮 
3.誤記の訂正 
4.不明瞭な記載の釈明 

最後の拒絶理由通知制度はない。 

再審査又は復

審（拒絶査定不

服審判）段階で

の補正制限 

再審査では初審査の規定が適用

され、更なる制限はない。 
復審請求時又は応答提出時に限

って補正でき、かつ、拒絶査定又

は復審通知書で指摘された問題

点に対してのみ補正することが

できる。 

公告後の自発

訂正制限 
時間的制限はなく、訂正内容は次

の 4 種類に限られる。 
1.請求項の削除 
2.特許請求の範囲の減縮 
3.誤記又は誤訳の訂正 
4.不明瞭な記載の釈明 

自発訂正はできない。無効審判の

手続きに入ってはじめて訂正で

きる。 
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無効審判段階

における訂正

制限 

同上。公告後の自発訂正制限と同

じく更なる制限はない。即ち、訂

正内容は次の 4 種類に限られる。 
1.請求項の削除 
2.特許請求の範囲の減縮 
3.誤記又は誤訳の訂正 
4.不明瞭な記載の釈明 

範囲を拡大してはならない。応答

期間内でない時は、以下の 2 種類
のみ。 
1.請求項の削除 
2.技術方案の削除 
応答期間内であれば 3 種類目の

訂正方法をとることができる。 
3.請求項の合併（本質的には削除

となる） 

誤訳の訂正 公告前及び公告後のいずれも明

細書の原文に基づき誤訳の訂正

を請求することができる。 

不可 

上表から、中国では補正に対する規定が台湾より遥かに厳格で、時間的な制限が多

いだけでなく、内容についての制限もより厳しいことが分かる。その目的は恐らく審

査のスムーズな進行を促進することにあるが、相対的に出願人が明細書の質に対して

負う責任は重くなっており、出願人が出願過程で明細書に明らかな誤りを発見しても、

補正することができず、特許出願を放棄する状況がよく見られる。したがって、中国

用の明細書を作成する時は（原文の作成及び翻訳文の作成を含め）、より高い品質が

求められる。 
また、上表から、中国の特許法には、誤訳訂正の規定がないことが分かる。ただし、

PCT 条約における誤訳訂正の規定は、中国国内段階の PCT 出願にも適用される。PCT
ルートによる中国出願に対する誤訳の訂正は、以下の時期に限って可能である。 

 国内公開又は実用新案の公告の準備を完了する前 
 審査開始通知書を受領した日から 3 ヶ月以内 
 審査意見通知書に対する応答において審査官から指摘された誤訳を訂正する

とき。 
ただし、以下の点に注意する必要がある。 

 誤訳訂正の請求時には、手数料を納付する必要がある。 
 公告後の誤訳訂正請求はできない。 
 特許権の保護範囲が原国際出願に記載された範囲を超える場合は、現国際出

願の原文で制限された保護範囲が基準となる。 
 保護範囲が原国際出願に記載された範囲より狭い場合は、登録時の保護範囲

（即ち、誤訳により狭くなった保護範囲）が基準となる。 
ただし、実際には、誤訳の多くが公告後になって発見されるので、その時には、す

でに誤訳訂正を請求できる時期ではなく、中国国内段階の PCT 出願では例外的に誤

訳の訂正が可能であるとは言え、実際には、実益がほとんどない。 
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(vi)範囲を超える補正の規定 

前述したように、両岸の特許法には、出願日の後に明細書又は特許請求の範囲を補

正する時は、出願時の範囲を超えてはならないと規定されている（台湾：特許法第 43
条第 2 項、中国：特許法第 33 条）。しかし、条文を仔細に対比してみると、その越
えてはならない範囲の差は大きく、台湾では原出願の明細書、特許請求の範囲又は図

面に開示された範囲を超えてはならないと規定されている一方で、中国では当初明細

書と特許請求の範囲に記載された範囲を超えてはならないと規定されていた。 
詳述すると、中国の審査指南には、「原出願の明細書及び請求項に記載された範囲

は、原出願の明細書及び請求項の文字どおりに記載された内容と、原出願の明細書及

び請求項の文字どおり記載された内容及び明細書に添付された図面から直接的かつ

一義的に確定できる内容を含む。」（審査指南第二部分第八章第 5.2.2.1 節）と規定さ
れており、その用語は「文字どおりに記載された内容」で、特許請求の範囲における

サポート要件の規定上、中国の審査指南では「請求項の概括は明細書に開示された範

囲を超えてはならない」とされており、その「開示」という用語は、サポート要件及

び範囲を超えた補正の幅に、実務的に非常な差を引き起こす。基本的には、出願日後

の特許請求の範囲の補正は、ほぼ同義語の入れ替えに限られるため、特許請求の範囲

を作成又は翻訳する際には、その内容の正確性がより高く求められることになる。 
 
 台湾 中国 

特許法 補正は出願当初の明細書、特許請求

の範囲、又は図面が開示した範囲を

超えてはならない 

補正は出願当初の明細書、及び特許

請求の範囲が記載した範囲を超えて

はならない 

審査基準 （審査基準）文字の記載内容から直

接的かつ一義的に知ることができる

内容を含む 

(審査指南)文字の記載内容から直接

かつ一義的に確定できる内容を含む 

実務 緩い 厳しい 

 
以下にいくつかの実例を挙げて説明する。 

 
例 1：2001 年知行字第 53 号最高人民法院行政裁定書（セイコーエプソン「インクカ
ートリッジ」事件） 
出願人の補正内容：出願人であるセイコーエプソン社は分割出願時に「半導体メモリ

装置」を「メモリ装置」に補正したが、原出願の明細書及び特許請求の範囲には「メ

モリ装置」という文言が単独では記載されておらず、「半導体メモリ装置」及び該半

導体メモリ装置を指示する「当該メモリ装置」のみであった。 
無効審判請求人の主張：範囲を超える補正で、特許請求の範囲は全て無効である 
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復審委員会の審決：原出願書類では出願人の意図が「半導体メモリ装置」に対する改

良にあり、その他のメモリ装置についての説明や保護の意図がないということが見て

取れることから範囲を超える補正となり、特許法第 33 条の規定に違反し、特許請求

の範囲は全て無効とする。 
北京第一中級人民法院の判決：復審委員会の決定を維持。 
北京高級人民法院の判決：出願人は「半導体メモリ装置」の意味で「メモリ装置」と

いう文言を使用している。したがってセイコーエプソン社の補正は範囲を超えておら

ず、復審委員会の決定を取り消し、同委員会に別途審決を下すよう命じた。 
無効審判請求人による再審の提起：範囲を超える補正であり、北京高級人民法院の判

決を取り消すべきである。 
最高人民法院の裁定：推論して導きだされる内容がその発明の属する技術分野におけ

る技術者にとって自明であれば、該内容は原出願の明細書と請求書に記載された範囲

に属すると認定できる。第二審（北京高級人民法院）の「メモリ装置」の意味に対す

る定義は妥当ではないが、第二審はセイコーエプソン社の「メモリ装置」についての

補正が特許法第 33 条に符合するとの裁判結果は正確であることからこれを支持し、

再審請求人による再審請求を棄却する。 
 
例 2：2011 年知行字第 17 号最高人民法院行政裁定書（上海家化事件） 
出願人の補正内容：組成物の中の２成分の調合比を「1:10〜30」から「1:30」に補正

した。 
復審委員会の審決：(a)原出願の特許請求の範囲と明細書にはどちらにも「1:30」の調
合比関係が明確に記載されておらず、元々の調合比の範囲においてこのような選択を

するとの教示もなかった。(b)明細書には第一成分 1mg/kg と第二成分 30mg/kg の組成
の記載はあるものの、これは薬物の具体的な分量を表示しただけで、全体比率関係を

反映したものではないため、範囲を超える補正であり特許無効とする。 
北京市第一中級人民法院の判決（関連部分のみ抜粋）：復審委員会の審決を全面的に

支持した。 
北京市高級人民法院の判決（関連部分のみ抜粋）：特許復審委員会と原審法院は、原

出願の明細書に「1:30」の調合比に符合する全ての組成物が同一の技術的効果を達成

できるとの記載がなかったことに関する認定は、補正が原特許権の保護範囲を拡大す

るか否かの問題ではなく、補正後の明細書のサポート要件違反か否かの問題に属する

ものである。このため特許復審委員会の審決と原審の判決による本件の特許請求の範

囲の補正は認められないとする認定には根拠がなく、取り消すべきである。 
特許復審委員会がこれを不服として再審を提起した最高人民法院の判決（関連部分の

み抜粋）：本分野の普通の技術者にとって、1mg/kg と 30mg/kg が表明するものは２

種類の成分比であり、一個の固定薬剤分量ではない。よって、1:30 の調合比は明細書
にすでに記載済みであり、当該補正は原出願の明細書と特許請求の範囲を超えていな

い。さらに、当該比例関係に符合する全ての技術方案であれば、全て本願発明の目的
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を実現できることは、特許請求の範囲が明細書にサポートされているか否かの問題に

属し（中国特許法第 26 条第 4 項）、当該理由をもって補正が範囲を超えているか否

かを判断することは望ましくない。 
 
例 3:実施例に基づいて行った上位概念の二次的概括の不許可 
中国の実務では、実施例に基づいて行った二次概括は、概括した上位概念が明細書に

明確に文字記載されている場合を除いて認められない。 
原クレーム１：懸濁液から結晶水和物を分離させるステップ(b)を含む、結晶水和物の
製造方法。 
補正の内容：ステップ(b)を三つのステップ（即ち、a.懸濁液が沈殿するまで静置する、

b.沈殿物の分離、d.40-50%の相対する湿度条件の下、前記沈殿物を乾燥させる）を含

むとして更に限定し、明細書の実施例にも上述 3 ステップを記載したが、別途いくつ
かの条件（静置時間一晩と乾燥時間 2 分を含む）を含めた。 
審査結果：原出願書類において上述の概括内容は記載されていないため、上述の補正

は範囲を超えている。 
対応策：中国出願の明細書を作成する際には、できるだけ各階層の上・下位概念をあ

らかじめ明細書に記載する必要がある。そうしない場合、減縮できないという困難に

直面するおそれがある。連続式、並列式などの階層化を通して、異なる階層から概括

程度の異なる最高、高程度、中程度及び一般の技術方案をカバーし、また、並列の、

より好ましい、更に好ましい、最も好ましい異なる実施例を提示する。それぞれの階

層の概括については、今後の補正の依拠の提示に利するよう、明細書に明確に文字で

記載する必要がある。数値とタイピングについては、特に注意が必要で、一旦ミスが

発覚すると、どんなに明らかなミスであっても補正することができないおそれがある。

重要な下位の技術的特徴の全てをクレームの中に記載しなければならず、記載しなか

った場合は、特許の取得後、その明細書の内容をクレームに入れることができなくな

る。 

(vii)特許を付与しない対象 

両岸における特許を付与しない対象についての規定は異なるため、翻訳の際にも対

応して内容を修正する必要がある。一般的に、台湾では、請求の対象についての審査

は比較的緩やかで、日本とあまり差はないが、中国では台湾と比較して、多くの特許

を付与しない対象が存在する。 
中国の特許を付与しない対象についての規定の主なものは、中国特許法第 2 条第 2

項（特許、実用新案及び意匠の定義）、第 5 条（法律、公序良俗に違反する又は公共
利益を妨害する発明）及び第 25 条（特許を付与しない対象）がある。下表に整理す

る。 
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  台湾 中国 
特許法 (A21)発明の定義 

(A24)特許を受けることができない発
明 

(A2.2)発明の定義 
(A5)法律、公秩良俗、公益に反する

発明 
(A25)特許を受けることができない

発明 
対象  技術思想でない発明 

 動物と植物自体 
 人間又は動物の診断、治療又は

手術方法 
 公秩良俗、公益に反する発明 

 技術方案でない発明 
 法律、公秩良俗、公益に反する

発明 
 科学上の発見 
 知的活動の規則及び方法 
 疾病の診断及び治療方法 
 動物と植物自体 
 原子核変換方法を用いて取得し

た物質 
 表示を目的とする平面印刷物 

 
実務において、中国では以下の発明の特許を受けることができない。 
 コンピュータプログラムそれ自体 
 コンピュータプログラムを特徴とする記録媒体（ただし、物理的構造の特徴

を有する記録媒体には、特許を付与することができる） 
 ビジネス方法 
 電子ビジネス方法（絶対に特許が取得できないというわけではないが、審査

は非常に厳格） 
 

(viii)単一性の規定 

中国は単一性の審査に関して台湾より遥かに厳格で、審査官が単一性を有しないと

判断した場合は、直接に請求項 1 の独立請求項を含むクレームセットを選択して検索

を行い、相応の審査意見通知書を発行して、単一性の欠如を通知する。すでに検索さ

れた当該クレームセットを削除することで、当該クレームセットと単一性を有せず検

索されていない請求項を維持するという補正方法は、通知書が指摘した問題点に対す

る補正ではないと認識され、許可されない。これを踏まえて、重要な発明の場合は、

削除しなければならない状況を避けるため、できるだけ請求項 1 のクレームセットに
取り入れるようにすべきである。 

3. 要約書に関する規定 
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発明の要約書の記載事項については、両岸いずれも細則において規定しており（台

湾：細則第 21 条、中国：細則第 23 条）、その内容は大体同じであるが、一般的に台

湾の規定執行は比較的柔軟であり、中国の執行は相当に厳格である。さらに、いくつ

かの細かい点における規定には、明確な違いがあるため、翻訳の際には、通常、中国

の実務に合わせて書き換える必要がある。 
両岸における要約書についての規定には、具体的に以下のような差異がある。 
 台湾では、要約書の字数は 250 字以内と規定しているが、実務上厳格には要

求されない。一方で中国の要約書の字数制限は厳格で、句読点も計算に含め

て、必ず 300 字以内としなければならない。300 字を超えた場合には、審査

官は自ら 300 字以内に削除するか、出願人へ補正するよう補正通知を発行す

る。 
 台湾では、要約書の内容対する強制的規定はなく、「要約には、発明か開示

する内容を簡略に記載するとともに、解決しようとする課題、課題を解決す

るための技術的手段及び主要な用途に限定して記載すること」と規定されて

おり、実際に独立項の内容を要約に書き写すだけでも認められ、拒絶理由と

なることは少ない。しかし中国ではこのような要約は、直接に拒絶理由を受

け取ることとなる。なぜなら中国では要約には、発明の名称とその属する技

術分野を明記しなければならず、ここで言う発明の名称とは全ての独立項の

請求対象を指すため、全ての独立項の請求の対象を一字も漏らさず要約中に

列記し、その属する技術分野を記載して、大幅に書き換える必要がある。 
 このほか、台湾では代表図の主要符号並びに簡略な説明を加えて列記しなけ

ればならないが、中国の要約に添付される図面には符号の説明は必要ないた

め、中国で特許出願する場合は、削除しなければならない。 
 

4. 図面に関する規定 

 
両岸の図面に関する規定にはいくつかの差異があり（台湾：細則第 23 条、中国：細

則第 18 条）、かつ、台湾の図面についての規定の執行は厳格ではないが、中国では

非常に厳格であるため、それぞれに応じた修正を確実に行って初めて拒絶理由を避け

ることができる。主な差異のいくつかを以下に挙げる。 
 台湾では図面番号について複数個の関連する図を同一の図面番号下に編成す

ることが認められるが（例えば図 1とされているページ上に実際には(A)、(B)、
(C)の三つの図がある）、中国では、一つの図面には一つの番号が必要で、「図
1、図 2、…」の順に番号を付して序列しなければならないと規定されている。

これを踏まえ、中国用の図面を作成する際には、通常、新しい番号編成が必

要になり、明細書における図番も全面的に対応させて修正する必要がある。 
 両岸いずれも、明細書に用いる図面の符号は図面に用いた図面符号と一致対

応させなければならないと規定している。即ち明細書及び図面に出現する同
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一の符号は同一の意味を有する必要がある。しかし、中国では別途「明細書

の文字部分に言及されていない添付図面記号は添付図面中に出現してはなら

ない。添付図面中に出現していない記号は明細書の文字部分で言及してはな

らない」と規定されており、厳格に執行されている。しかし、実務では、台

湾又は中国で特許出願において複数の優先権を主張する場合、数件の明細書

の内容を併合して特許出願するという状況が頻繁に見られ、上述の規定に違

反する確率も高くなるため、中国用の明細書を翻訳する際には、明細書及び

図面の符号が完全に対応しているかを逐一仔細にチェックする必要がある。 
 

第二節 特許請求の範囲の解釈についての規定の比較 

 

1. 解釈方法の基本規定 

 
台湾の特許法第 58 条第 4 項には、「特許権の範囲は、特許請求の範囲を基準とし、

特許請求の範囲の解釈時には、明細書及び図面を参酌することができる。」と規定さ

れ、中国の特許法第 59 条には、「発明又は実用新案の特許権の保護範囲は、その請

求項の内容を基準とし、明細書及び図面は請求項の内容の解釈に用いることができ

る。」と規定されている。両者の意味は完全に同一であることから、条文からは特許

請求の範囲の解釈には如何なる違いも見られない。 
特許請求の範囲の解釈に関し、条文以外の最終的な基準は、当然判例ということに

なる。ただし、特許訴訟の歴史が比較的短い台湾と中国においては、判例の蓄積も現

状に追いつかない。このため、両岸は以下に挙げる法令と判決において参考又は規範

となる文書を制定した。 
 台湾：2004 年特許侵害鑑定要点 
 中国：最高人民法院 2001 年特許司法解釈及び 2010 年特許司法解釈 

台湾の特許侵害鑑定要点は、法的拘束力がなく、完全に一参考資料に過ぎないが、

実際には多くの判決において直接に引用されており、実質的な影響力を有している。

また、中国の特許司法解釈は広義の法律に属し、下級法院に拘束力を有し、法院は裁

判文書に司法解釈の規定を直接に援用して裁判を進めることができる。 
以下においては、明細書の記載の角度から両岸における特許請求の範囲の解釈上の

差異を比較する。 
 

2. 両岸共通の判断原則 

 
両岸はいずれも次の各項目における侵害判断原則では基本的に同一であるため、本

報告では比較しないこととする。 
 文言侵害(又は all-element-rule) 
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 均等論 
 禁反言 

 

3. 開示利用ルール（Disclosure-dedication rule ） 

 
発明の詳細な説明において開示されたが、特許請求の範囲に記載されていない技術

については、両岸いずれも、社会に対する貢献するものとみなし、権利侵害訴訟にお

いて権利を主張してはならないと規定している（台湾：侵害鑑定要点（下）第一部分

第三章第 2 節の 5、中国：2010 年特許司法解釈第 5 条）。その違いは、台湾の特許侵
害鑑定要点で述べられている開示利用ルールが米国の Johnson & Johnston 事件の見解

を踏襲したものであり、「均等論」としての制限に限られるが、中国の 2010 年特許

司法解釈における開示利用ルールは、「均等論」としての制限に限られない点にのみ

ある。しかし、実務上の違いは存在しない。 
上述した米国の Johnson & Johnston 事件とは、明細書に記載された技術的特徴と特

許請求の範囲に記載された技術的特徴が代替関係に属する場合にのみ開示利用ルー

ルを適用するもので、台湾及び中国の実務も同一のはずである。このため、明細書に

は、上位概念及びいくつかの下位概念が記載され、特許請求の範囲に一部の下位概念

しか記載されていなかった場合、開示利用ルールに基づき、その他の下位概念は放棄

したとみなされ、均等論を主張することはできない。以上を踏まえ、出願の過程で特

許請求の範囲を減縮する場合は、できる限り特定の下位概念まで減縮することは避け、

可能な限り二次的概括の下位概念を維持する必要がある。ただし、上述したように中

国では、範囲を超える補正に対する審査が非常に厳格であることから、一般的には、

出願後の二次的概括は認められないため、明細書を記載する段階又は翻訳する段階で、

予め二次的概括の概念を残しておく必要がある。 
 
例：溝切り刃 
 
 
 
 
 
請求項：4 枚の替え刃を有する溝切り刃 
明細書：本願の溝切り刃上の替え刃は、4 枚の替え刃以外に、更に 6、8、10 枚を装着
することができ･･･ 
被告製品：6 枚の替え刃を装着する溝切り刃。 
結論：権利侵害なし 
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4. 従来技術の抗弁 

 
台湾と中国では、どちらも従来技術の抗弁について規定されているが（台湾：権利

侵害鑑定要点（下）第一部分第三章第 2 節の 7、中国：特許法第 62 条及び 2010 年特
許司法解釈第 14 条第 1 項）、その適用状況は異なる。台湾では、特許の有効性につ

いて法院が判断でき、かつ、判断する必要があるため、被告は直接に特許の無効を主

張することができ、従来技術の抗弁は均等論の抗弁のみとなる。中国では、法院は一

般的に特許の有効性について直接判断することはできず、特許主務官庁の無効審決を

待つ必要があり、時に訴訟の長期化を引き起こしている。このため中国特許法第 62
条には、特別に従来技術の抗弁について規定されており、被告はそれが実施した技術

は先行技術であると直接に主張することができ、法院は特許が有効か否かを判断する

必要はなく、直接に権利侵害でないと判断することができる。 
一般的に、最も容易に主張される先行技術は、背景技術に記載された先行技術と特

許請求の範囲の従来技術部分に記載された先行技術を含む、原告の明細書において自

認した先行技術である。たとえ明細書において自認した先行技術が被告の実施方法と

完全には同一でないとしても、少なくとも被告はすでに先行技術として明細書に記載

された部分について立証する必要はない。したがって、被告が従来技術の抗弁を主張

する立証難度を引き上げるという観点を重視するのであれば、できるだけ上述の先行

技術の説明を減らすべきである。 
 

5. 製造の方法による物の特定 

 
両岸において、製造方法により特定された物の侵害判断方法は完全に異なる（台湾：

侵害鑑定要点（下）第一部分第三章第 2 節の 2、中国：実務判決）。 
台湾の侵害鑑定要点には、製造方法により物の特許請求の範囲を特定する場合、特

許請求の範囲の記載内容に物及び製造方法が含まれるが、出願対象が物であるため、

「最終生成物」のみを鑑定対象とする。特許請求の範囲に記載された「最終生成物」

の技術的特徴が鑑定対象に完全に対応して表現されていない場合、鑑定専門機関は鑑

定対象が特許権の保護範囲内に入るか否かの判断に利するよう、被告がその使用する

製造方法の実施に係る証拠の提供に協力しなければならないと規定されている。 
これに対し、中国の法院は、製造方法により特定される物の請求項に対し、権利侵

害を判断するとき、オール・エレメント・ルール（all element rule）を根拠として、方
法の特徴も対比項目に入れる。この方法は、台湾の実務と異なるだけでなく、中国の

特許審査実務とも符合しない（審査段階において、当該方法が物の構造を変えてその

他の構造により新規性を付与することができなければ、方法の特徴は周知の物につい

て新規性を付与できない）。 
以下においては、中国での製造方法により特定される物の侵害判定方法を例に挙げ

て説明する。 
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例：(2010)民提字 158 号最高人民法院民事判決書（優他製薬と万高薬業による特許侵
害訴訟）（註：以下の概要は、理解し易いようかなり省略したものである） 
請求項：以下の工程を含む特定の抽出方法により抽出した成分を含むカプセル製剤。 

 薬材を粉砕する 
 2 回に渡って、水を加えながら薬材を煮る 
 ろ過、濃縮する 
 減圧乾燥、粉砕、メッシュに通す 

イ号製品：異なる抽出条件により抽出した成分を含むカプセル製剤。 
一審判決（成都市中級人民法院）：均等論を適用して、侵害と判断した。 
二審判決（四川省高級人民法院）：一審判決を維持した。 
最高裁判決：請求項に記載のすべての技術特徴を比較しなければならない。製造方法

のすべての特徴を比較した上、製造方法が異なるとして、一審と二審の判決を覆した。 
 
中国で方法により物を特定する時、審査段階では全ての方法で製造した同一の物品

に拡大解釈するため特許の取得は比較的容易ではなく、権利行使の段階で当該特徴を

有する方法によって製造された物に縮小解釈されるため、権利の範囲は比較的狭くな

る。このため明細書の原文における方法により特定される物の請求項については、充

分な保護を得られるよう、できるだけ構造的特徴によって限定された請求項に書き直

す、若しくは可能な限り方法のステップを減らす必要がある。 
 

6. 手段機能言語 

 
手段機能言語の解釈に関しては、両岸の規定には重大な差異がある。台湾では特許

法施行細則第 19 条第 4 号に「複数の技術的特徴の組み合わせによる発明では、その
請求項の技術的特徴は、手段機能用語又は工程機能用語によって表現することができ

る。請求項を解釈する際には、明細書に記載された当該機能に対応する構造、材料又

は動作及びその均等範囲を含めてなされなければならない。」と規定されており、侵

害鑑定要点（下）三章第四節にも「特許請求の範囲を解釈する時は、手段機能言語の

技術的特徴は、特許（又は実用新案）の実施例の説明に、当該機能の構造、材料又は

動作及び当該発明が属する技術分野における通常の知識を有する者が疑義を生じな

い均等の物又は均等の方法に対応するもののみが含まれる。」と規定されている。上

記から、台湾では特許の審査時及び権利侵害訴訟において、手段機能言語について同

一の解釈を採用していることが分かる。 
しかし、中国では特許の審査時及び権利侵害訴訟において、手段機能言語について

は完全に相反する解釈が採られる。中国特許審査指南第二部分第二章第 3.2.1 節には

「請求項に含まれる機能的限定の技術的特徴は、記載された機能を実現できるすべて

の実施形態をカバーしていると理解すべきである。」と指摘されている。しかし、中
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国の 2010 年特許司法解釈第 4 条には「請求項において機能又は効果により技術的特

徴を述べている場合、人民法院は明細書及び図面が描写する当該機能又は効果の具体

的な実施方法及びそれと同等の実施方法に基づき、当該技術的特徴の内容を確定しな

ければならない。」と規定されており、この二つを比較してみると、審査指南の解釈

と司法解釈が一致しないことが明らかに分かる。この現象についての中国の一般的な

説明は、特許制度には「開示したものを保護」の原則があるため、保護の範囲を実際

に開示された実施例及びその均等の範囲に限るのは合理的である、というものである。 
 
例：靴の中敷(2006)高民終字 00367 号 

 
特許請求の範囲の構成要件：単方向浸透層 
明細書の実施例：漏斗状の穴の開いた布面を備える単方向浸透層 
被告製品：使用している単方向浸透層には穴があるが、当該穴は漏斗状ではない 
第一審法院（（2005）二中民初字第 11450 号判決）：実施例は必要な技術的特徴に対

する限定として理解できず、権利侵害は成立すると判断。 
第二審法院（（2006）高民終字第 00367 号判決）：機能性限定の技術的特徴を有する

請求項については、その文字通りの意味に従って当該機能を実現しうる全ての方法

（実施例）をカバーするものと解釈すべきではなく、明細書に記載された当該機能を

実現する具体的な方法により限定されるべきであるとして、権利侵害は成立しないと

判断。 
 
技術的特徴が手段機能言語の技術的特徴であると認定されるか否かは、権利範囲の解

釈の大小及び特許の有効性の存在に重大な影響を及ぼすが、この点について、台湾の

特許侵害鑑定要点及び中国の特許司法解釈は、どちらも更に踏み込んだ説明をしてい

ないため、適用において高度な不明確性が存在する。 
上述したように、機能手段言語は高度な不安定性と不明確性を有することから、明細

書の作成段階及び翻訳の段階で、できるだけ機能手段言語を避けることが必要であり、

特に機能手段言語が特別に普遍的である日本語明細書を処理する際には、注意が必要



 

 
221 

である。例えば、日本語の明細書の原文がたとえ明らかに「〜の手段」であっても、

台湾の明細書に翻訳する際には、少なくとも「手段」の用語を削除し、「〜装置」又

は「〜機構」と書き換えるべきである。また、中国の明細書に翻訳する際には、機能

性用語を完全に削除すべきであり、例えば「単方向浸透層」は「有孔層」又は「内層」

などに書き換えた上で、従属項を用いて更にその構造の特徴を限定する。 
 

第三節 権利行使の規定に関する比較 

 

1. 司法訴訟 

 
台湾では、2008 年 7 月 1 日から殆ど全ての知的財産権に係わる訴訟事件が専門裁判

所（智慧財産法院（知的財産裁判所））で取扱われ、さらに知的財産権に係わる民事

訴訟事件の第一審及び第二審も同裁判所で取り扱われることになった。たとえ裁判の

質を評価することが難しいとしても、少なくとも審理のあり方及び判断の基準は比較

的統一かつ安定したものである。そして技術性の高い特許訴訟事件を審理するため、

同裁判所は裁判官の補助役として技術審査官（日本の技術調査官に相当）を特別に配

属し、技術的見解を提供する措置を講じている。したがって、特許技術内容について

の理解力は、一般的に、他の裁判所より高いため、特許権侵害の判断については外部

機構へ鑑定を委託することは希である。そのほか、台湾の裁判制度は三審制であり、

同裁判所の第二審判決を不服とする当事者は、最高裁判所に上訴することができる。 
中国では、台湾のように知的財産専門の裁判所が設置されておらず、全ての特許訴

訟案件は、法律に基づき、第一審は各地の中級裁判所により管轄され、第二審は各地

の高級裁判所により管轄される。広い国土を持つ中国では、中級人民裁判所及び高級

人民裁判所が数多くあるが、相対的に全国の判断基準の一致性を維持することも比較

的難しい。中級人民裁判所、高級人民裁判所はいずれも一般の裁判所で、技術審査官

の制度が設けられていないため、技術的問題の把握に対してある程度の困難が生じる。

また、中国は基本的には二審制で、最高人民裁判所まで控訴され、再審が行われる事

件は少数である。このような状況においては、当事者の技術問題を説明する能力が更

に重要になる。また、特許請求の範囲における技術内容が難しすぎる、又は試験方法

が複雑すぎる場合、往々にして立証不足により権利侵害不成立の判決が下されること

になる。したがって、特許明細書の内容が明快かつ分かりやすいこともより重要にな

る。 
 

2. 行政処理（行政による特許権侵害紛争の処理） 

 

台湾では、行政処理に関する規定が設けられていない。全ての特許権侵害紛争は当

事者間の和解が成立しなければ、裁判手続によって解決されなければならない。一方、
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中国特許法における大きな特色の一つとして行政処理の規定（中国特許法第 60 条）

が挙げられる。当該規定により、特許権侵害の行為に対して、特許権者又は利害関係

者は人民裁判所に提訴することができ、また、特許業務管理部門に処理を申し立てる

こともできる。ここで言う「処理」には、現時点で、以下の項目が含まれる。 
 権利侵害行為の成立の有無を認定すること。 
 侵害者に直ちに侵害行為の差止めを命ずること。 
 侵害者が提訴せず、かつ、侵害行為を停止しない場合、特許業務管理部門は

人民裁判所に強制執行を申し立てることができる。 
 特許権侵害の損害賠償額について調解（調停）を行う。 

実務上、特許の行政処理は一部の省での利用率が高くないことが考慮され、中国は

2013 年に特許法改正案に関する意見書を提出し、特許の行政処理による効果の更なる
向上を図った。改正案が可決されれば、今後、行政処理に係る事件が既に山積してい

る特許訴訟の一部に取って代わることが期待されている。以上を踏まえ、中国で明細

書を作成する際には、審査官及び裁判官を仮想閲読者とする必要があることのほか、

更に各地方行政官庁の公務員を仮想閲読者とする必要もあり、明細書の理解し易さ及

び対比方法の簡素化明瞭化が更に重要になる。また、各地方の特許業務管理部門は権

利侵害行為の成立の有無について認定する職責があるが、権利侵害を認定する能力及

び経験にはかなりの差があるという意見も存在するため、権利行使を有効に確保する

ため、明細書及び特許請求の範囲の理解の容易さが重要となる。 
 


